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Ⅰ．総論

① 社会保障を巡る状況

② 社会保障と税の一体改革

新しい経済政策パッケージ

③ 今後の社会保障改革の考え方
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租税及び印紙収入
590,790
60.5％

所得税
190,200
19.5％

法人税
121,670
12.5％

その他
収入

49,416
5.1％

公債金
336,922
34.5％

消費税
175,580
18.0％

その他
103,340
10.6％

一般会計
歳入総額
977,128
（100.0%）

特例公債
（赤字公債）

275,982
28.2％

４条公債
（建設公債）

60,940
6.2％

社会保障

329,732 

33.7％

地方交付税

交付金等

155,150

15.9％

公共事業

59,789

6.1％
文教及び

科学振興

53,646

5.5％

防衛

51,911

5.3％

その他

93,879

9.6％

債務償還費

142,745
14.6％

利払費等

90,275

9.2％

国債費

233,020
23.8％

基礎的財政収支
対象経費

744,108
76.2％

一般会計

歳出総額
977,128

（100.0％）

（注１） 計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
（注２） 一般歳出※における社会保障関係費の割合は56.0％。

（単位：億円）

平成30年度一般会計歳出・歳入の構成

一般会計歳出 一般会計歳入

（単位：億円）

※「一般歳出」（＝「基礎的財政収支対

象経費」から「地方交付税交付金等」を除

いたもの）は、588,958（60.3%）

食料安定供給
エネルギー対策
経済協力
恩給
中小企業対策
その他の事項経費
予備費

9,924 (1.0)
9,186 (0.9)
5,089 (0.5)
2,504 (0.3)
1,771 (0.2)

61,904 (6.3)
3,500 (0.4)
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社会保障関係費について（平成30年度予算案）

118,079 

118,036 

31,153 

62,464 

医 療

年 ⾦

介 護

福祉・その他

（35.8％）

（35.8％）

（9.4％）

（18.9％）

社会保障関係費計

329,732億円

（単位：億円）

（注１） 計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
（注２） ２.年金（３）福祉年金には福祉年金給付費及び特別障害給付金給付費に係る国庫負担額を記載している。

（単位：億円）

区　　　　　分 平成30年度

１．医療 118,079       

（１）国民健康保険 33,834         

（２）全国健康保険協会管掌健康保険 11,803         

（３）後期高齢者医療給付費負担金等 50,833         

（４）医療扶助費等負担金 14,112         

（５）その他 7,497          

２．年金 118,036       

（１）厚生年金 97,991         

（２）国民年金 18,207         

（３）福祉年金 32              

（４）その他 1,807          

３．介護 31,153         

（１）給付費負担金等 24,079         

（２）２号保険料国庫負担 3,665          

（３）その他 3,408          

４．福祉・その他 62,464         

（１）生活扶助費等負担金 14,177         

（２）児童手当・児童扶養手当 13,690         

（３）障害福祉サービス 15,105         

（４）子どものための教育・保育給付 8,323          

（５）雇用保険 251            

（６）その他 10,919         

（生活保護費再掲） (29,027)       

合　　　　　計 329,732       
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社会保障
10.4 

社会保障
14.8 

社会保障
21.8 

社会保障
33.0  

公共事業
6.0 

公共事業
9.0 

公共事業
6.7 

公共事業
6.0 

防衛
3.7 

防衛
4.9 

防衛
4.8 

防衛
5.2 

文教

・科技
4.9 

文教

・科技
6.3 

文教

・科技
5.3 

文教

・科技
5.4 

その他
9.3 

その他
9.4 

その他
8.7 

その他
9.4 

交付税等
10.9 

交付税等
15.9 

交付税等
15.6 

交付税等
15.6 

国債費
11.5 

国債費
17.3 

国債費
20.2 

国債費
23.3

1988（S63）

年度

1998（H10）

年度

2008（H20）

年度

2018（H30）

年度

（注）計数は各年度の当初予算ベース。

国の一般会計歳出における社会保障関係費をはじめとする主要経費の推移

（単位：兆円）

ＰＢ対象経費74.4兆円
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都道府県

厚
生
年
金

保険料
（労使折半）

健
康
保
険

（
協
会
け
ん
ぽ
）

国

保険料
（労使

折半）

基
礎
年
金

保険料

国

雇
用
保
険

保
険
料

国

介
護
保
険

国
民
健
康
保
険

保険料

市町村
都道府県

国

保険料

都道府県

国

後
期
高
齢
者

医
療
制
度

市町村

国

児
童
・
障
害
福
祉

都道
府県

国

生
活
保
護

国

児
童
手
当

保険料
（労使
折半）

雇
用
保
険

共
済
年
金

保険料

保険料 70.2兆円

国
庫

資
産
収
入
等

地方負担 13.8兆円

33.1
兆円

市町
村

市
・

都
道
府
県

保
険
料
（労
使
折
半
）

保険料 10/10
（全額事業主負担）

保険料 10/10 
（全額事業主負担）

3/4

1/4 1/4

1/2

9/100

41/100

1/3

1/4

1/2

1/2

1/12

1/12

1/2
65歳以上：
23/100
40～64歳：
27/100

1/21/2

1/8

1/8

1/4

75歳以上：1/10
75歳未満：4/10

16.4％

83.6％

1/4

3/4

（
失
業
給
付
）

労
災
保
険

（
雇
用
保
険
二
事
業
）

（
労
使
折
半
） 10/10

10/1010/10

（注） ※１ 保険料、国庫、地方負担の額は平成30年度当初予算ベース。※２ 保険料は事業主拠出金を含む。※３ 雇用保険（失業給付）については、平成29～31年度の3年間、国庫負担額（１／４）の１０％
に相当する額を負担。※４ 児童・障害福祉のうち、児童入所施設等の措置費の負担割合は、原則として、国1/2、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市1/2等となっている。※５ 児童手当
については、平成30年度当初予算ベースの割合を示したものであり、括弧書きは公務員負担分を除いた割合である。

国

55.2%
（60.5％）

市町村

事業主拠出金
17.2%
(9.2％（公務員負担分を除く））

健
康
保
険

（
組
合
健
保
）

都道
府県

13.8%
（15.1％）

13.8%
（15.1％）

※１、２

※１

（注）

※３

※４

※5

社会保障財源の全体像（イメージ） 厚労省作成資料社会保障財源の全体像（イメージ）
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年金

医療

福祉その他

1人当たり社会保障給付費
年金

福祉その他

医療

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

2010
(平成22)

1990
（平成2)

1980
（昭和55)

1970
（昭和45)

1960
（昭和35)

1950
（昭和25)

（兆円） （万円）

47.4

24.8

3.5
0.1 0.7

105.4

2000
（平成12)

2018
(予算ﾍﾞｰｽ)

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成27年度社会保障費用統計」、2016年度、2017年度、2018年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2018年度の国民所得額は「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成30年1月22日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2018年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

121.3

1970 1980 1990 2000 2010
2018

(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 386.0 361.9 414.1 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.4(100.0%) 78.4(100.0%) 105.4(100.0%) 121.3(100.0%)

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.7%) 41.2( 52.6%) 53.0( 50.3%) 56.7( 46.8%)

医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.6( 39.1%) 26.2( 33.5%) 33.2( 31.5%) 39.2( 32.4%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 11.0( 14.0%) 19.2( 18.2%) 25.3( 20.9%)

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.67% 20.31% 29.11% 29.29%

78.4

社会保障給付費の推移
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16.2

39.5

47.7

68.9

（兆円）

保険料

（年度）

給付費

公費

財源117.2兆円
＋資産収⼊

保険料
70.2兆円

国庫負担
33.1兆円

年⾦
56.7兆円

医療
39.2兆円

介護・福祉
その他

25.3兆円
(うち介護10.7兆円)

資産収⼊等

平成30年度平成30年度

給付費
121.3兆円

×

×
116.9

47.4

○ わが国社会保障制度は、社会保険⽅式を採りながら、⾼齢者医療・介護給付費の５割を公費で賄うなど、公費負担（
税財源で賄われる負担）に相当程度依存している。

○ その結果、近年、⾼齢者医療・介護給付費の増に伴い、負担増は公費に集中している。これを賄う財源を確保出来て
いないため、給付と負担のバランス（社会保障制度の持続可能性）が損なわれ、将来世代に負担を先送りしている（＝
財政悪化の要因）。

社会保障給付費の増に伴う公費負担の増

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」。2018（H30）年度は厚生労働省（当初予算ベース）による。

税財源

国債発⾏
公費
46.9
兆円

地⽅税等負担
13.8兆円

平成２年 平成28年
被保険者負担 18.5兆円 (28%) 36.5兆円 (27%)
事業主負担 21.0兆円 (32%) 32.4兆円 (24%)
公費 16.2兆円 (25%) 47.7兆円 (35%)
給付費 47.4兆円 116.9兆円
※かっこ書きは全体の財源に占める割合
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平成19年
（2007年）

平成25年
（2013年）

平成27年
（2015年）

総人口
1億2,730万人

75歳～
1,560(12%)

75歳～
1,632(13%)

65～74歳
1,630(13%)

65～74歳 1,755(14%)

万人

平成37年
（2025年）

総人口
1億2,710万人

総人口
1億2,254万人

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

65歳以上人口割合

（75歳以上人口割合）

団塊の世代
(76～78歳)

561万人

25.1％

（12.3％）

26.6％

（12.8％）

30.0％

（17.8％）

団塊の世代
(64～66歳)

654万人

団塊の世代
(66～68歳)

645万人

65歳～
・基礎年金受給開始
・介護1号被保険者

（注) 団塊の世代は1947～49年、第２次ベビーブーム世代は1971～1974年生まれ。

（出典）2007年、2013年、2015年は総務省「人口推計」、2025年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口－平成29年中位推計－」

21.5％

（9.9％）

75歳～
1,270(10%)

総人口
1億2,777万人

65～74歳
1,476(12%)

20～64歳
7,673(60%)

20～64歳
7,296(57%)

20～64歳
6,635(54%)

歳

～19歳
2,357(19%)

～19歳
2,244(18%)

～19歳
1,943(16%)

団塊の世代
(58～60歳)

673万人

20～64歳
7,123(56%)

～19歳
2,200(17%)

第２次
ベビーブーム世代

(33～36歳)
789万人

第２次
ベビーブーム世代

(39～42歳)

第２次
ベビーブーム世代

(41～44歳)

第２次
ベビーブーム世代

(51～54歳)
782万人

人口ピラミッドの変化

75歳～
・後期高齢者医療制度
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年齢区分別の人口見通しについて

○ 65歳以上については、2040年頃にかけてピークを迎え、その後減少傾向。また、75歳以上については、2025年にか
けて急増した後、概ね横ばい。

○ ⼀⽅、65歳未満の若年・現役世代については、今後⼀貫して減少。（2065年には現在の概ね６割程度まで減少。）

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（平成29年推計）」 （出生中位・死亡中位仮定）
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6,635万⼈
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65歳〜

75歳〜
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2022‐
2025

2026‐
2030

2031‐
2040

2041‐
2050

2051‐
2060

全⼈⼝ ▲57万人 ▲68万人 ▲82万人 ▲90万人 ▲91万人

75歳以上
（後期⾼齢者） ＋75万人 ＋22万人 ▲5万人 ＋18万人 ▲3万人

20-74歳 ▲107万人 ▲67万人 ▲58万人 ▲93万人 ▲71万人

今後の人口動態の変化（高齢化と支え手の減少）

○ 医療費・介護費に⼤きな影響を与える後期⾼齢者数は2030年まで⼤幅増加、その後ほぼ横ばいが続き、2040年ご
ろから再び増加。

○ ⼀⽅で保険制度の主たる「⽀え⼿」となる20~74歳の⼈⼝は、今後中⻑期的に⼤幅な減少が続く。
○ 「⽀え⼿」に関しては、⾼齢者や⼥性の労働参加を促していくことが重要。しかし、仮に労働参加率の上昇を想定

したとしても、2030年以降、労働⼒⼈⼝は⼤幅に減少。

（出所） 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」（出⽣中位・死亡中位）総務省「⼈⼝推計」

◆ 中⻑期的な⼈⼝の変化（１年間あたり）
団塊の世代が
後期⾼齢者に

なり始める

団塊の世代が
すべて後期⾼
齢者になる

団塊ジュニアが
後期⾼齢者に

なり始める

後期⾼齢者急増

⽀え⼿の急減
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年齢階級別１人当たり医療・介護費について

年齢階級別１⼈当たり国⺠医療費
（2016年）

年齢階級別１⼈当たり介護費
（2016年）

（出所） 厚生労働省「国民医療費の概況」、「介護給付費等実態調査」 等

（万円） （万円）

平均
55.3万円

平均
91.0万円

平均
5.0万円

平均
48.0万円

（歳）
（歳）

うち国庫負担
7.7万円

約５倍約1.6倍

うち国庫負担
1.4万円

うち国庫負担
13.6万円

約10倍

平均
18.4万円

うち国庫負担
2.6万円

約３倍 約３倍

約５倍 約13倍

平均
0.4万円

うち国庫負担
0.1万円
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高齢化の進展が財政に与える影響

7.7万円

34.9万円

1.4万円

13.6万円

○ 75歳以上になると、医療・介護に係る１⼈当たり国庫負担額が急増する。このため、⾼齢化の進展に伴い、仮に今
後、年齢階級別の１⼈当たり医療・介護費が全く増加しないと仮定※しても、2025年にかけて、医療・介護に係る国
庫負担は急増する⾒込み。国庫負担への依存を強めながら、医療費・介護費が⼤幅に増加していくことになる。
※ 実際の医療・介護費の伸びを要因分解すると、⾼齢化のほか、⾼度化等による影響がある。

65-74歳 75歳以上

1,768万⼈

1,497万⼈

1,690万⼈

2,180万⼈

2016年

2025年

１⼈当たり医療費
に占める国庫負担

１⼈当たり介護費
に占める国庫負担

（出所） 総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口（出生中位・死亡中位）」、厚生労働省「国民医療費の概況」、「介護給付費等実態調査」等

約５倍

約10倍

国庫負担増

人口

医療

介護

国庫負担増

国庫負担減

国庫負担減

▲271万⼈

＋490万⼈
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